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特集　平成22年度中央会助成事業のご案内

　当会においては、事業協同組合等の中小企業連携組織に対し、組合運営円滑化、共同事業活性化等

を目的とした様々な支援を行っております。

　いずれの事業も、費用の３分の２を中央会が負担（講師謝金、講師旅費、会場借料等）します。

　ただし、助成金額に上限を設けている事業もありますので、詳細については本会にご確認下さい。

　各事業につきましては、予算に基づく執行となりますので、ご希望の組合組織等は、お早めにご相

談下さい。

　１．商業・サービス業における新たな事業展開への取組み

【事業の内容】
　商店街活動の企画・立案、組織の強化、高度化事業の実施等に精通した講師に依頼し、成功事例等
に関する研修を実施する。
【事　　　例】
　ある商店街で、研修会を２回開催。１回目は福岡市のコンサルティング会社社長を招き、成功事例
のポイントと組織で事業に取り組む要点等について、２回目は鹿児島市内のコンサルタントに講師を
依頼し、組織の強化等についての内容で行い、講師を交えての意見交換会も実施した。
【実　施　成　果】
　専門家が同席することにより疑問点が解消され、通常の会合に比べ、意見交換も活発なものとなっ
た。商店街活動の円滑な推進・活性化等を目指していく上での方向性や今後の取り組みの検証も行う
ことができた。

　２．環境・リサイクルへの取組み

【事業の内容】
　中小企業において環境問題への対策を実現する方策について研究を行い、年々ハードルが高くなる
環境整備に機敏に対応する実現策を模索するため、研究会を実施する。
【事　　　例】
　Ｋ（協）にて、東京より環境問題に関する研究の第一人者を講師に
招き、環境問題を巡る最新の事情、省エネ対策を行うことの利点等に
ついて具体的な事例の紹介を交えた研究会を実施した。
【実　施　成　果】
　専門家の解説を聞き、環境問題への意識が高まる。さらに、省エネ
対策を導入することによって得られる優遇措置や業務の効率化等のメ
リットを理解し、具体的な対策実現化への活動が促進される。
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特集　平成22年度中央会助成事業のご案内

　３．新たな事業への取組み

【事業の内容】
　業界内の厳しい競争の中で生き残るため、従来の事業のみだけではなく、ニーズに合った新規事業
の構築に向けて研究を行うことを目的に、研究会形式で実施する。
【事　　　例】
　Ｔ（協）において、鹿児島大学の教授を招いて、「シラスコ
ンクリートの特徴とその実用性について」をテーマに、鹿児島
の地域資源であるシラスを使ったコンクリート二次製品の実用
化・製品化の可能性についての研究会を開催した。
【実　施　成　果】
　シラスコンクリートに関しては、工事実績も年々拡大してい
る。鹿児島県もシラスコンクリートの利用促進を強力に推進し
ていることから、業界をあげて積極的に取り組んでいくことで
参加者の意見が一致したのに加え、結束力が一層高まった。

　４．地域資源の有効活用

【事業の内容】
　地域資源を有効に活用し、創意工夫により積極的に販路開拓等に取り組む団体に対し、新事業創
出・研究開発・マーケティングなど総合的に支援することを目的に、専門家を招いて研究会を開催す
る。
【事　　　例】
　伝統的工芸品を扱うＫ（協）にて、東京学芸大学教授を講師に招き、研究会を実施。その中で、伝
統的工芸品の市場・生産構造の再構築・地域ブランドの確立等についての説明があった後、講師を交
え、意見交換を行った。
【実　施　成　果】
　販路拡大や経営基盤の確立等に対する組合員の意識改革が図られたうえ、今後の方向性が見出され
たという点においても有意義な研究会となった。

　５．異なる業界間との連携

【事業の内容】
　異なる業界間に共通するテーマを設け、課題研究することにより新たな打開策発見のきっかけを模
索し、今後の新たな事業展開に結びつけることを目的に、専門家を交え研究会を行う。
【事　　　例】
　県産木材の利用促進を図るＡ（協）が中心となり、関係する異業種（素材生産業、建設業、製材業、
ハウスメーカー等）企業に共通するテーマについて専門家を招き研究会を開催。テーマに基づく基調
講話に続き、研究会が行われた。
【実　施　成　果】
　関係する異業種業界が、共通するテーマについて研究することにより、新たな接点を見出し、ビジ
ネスチャンスの発見へとつながった。
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特集　平成22年度中央会助成事業のご案内

　６．異なる組合間との連携

【事業の内容】
　異なる組合間に共通するテーマを設け、課題研究することにより新たな打開策発見のきっかけを模
索し、今後の新たな事業展開に結びつけることを目的に、専門家を交え研究会を行う。
【事　　　例】
　異なる分野のＡ（協）、Ｂ（協）が参加し、講師に専門家
（教育研究）を招き研究会を開催。テーマに基づく基調講話
に続き、研究会が行われた。
【実　施　成　果】
　これまで業務上での関わりがなかった二つの組合が、新た
な接点を見出した。そして、Ａ（協）とＢ（協）との思惑が
一致し、新たなビジネスチャンスの発見へとつながった。

　７．ＩＴを活用した事業・ネットワーク化への取組み

【事業の内容】
　情報化に取り組む組合において、その取り組みが円滑に行われることを支援するため、ネットワー
クの構築・システムの概要設計・データベースの整備及び情報セキュリティ等について、専門家及び
情報処理技術者の資格を保有する中央会指導員による研修会
を行う。
【事　　　例】
　経済産業省の「○○年 中小企業ＩＴ経営力大賞」におい
て、全国中小企業団体中央会会長賞、特別賞（中小企業庁長
官賞）を受賞した団体から講師を迎え、「危機を乗り越える
ためのＩＴ活用」をテーマに研修会を開催。具体的なＩＴ活
用事例や今後の取組み等に関し説明が行われた。
【実　施　成　果】
　組合役職員や組合員の情報化に対する認識が深められ、情
報化の必要性・今後の方向性についての理解が図られた。

　８．組合運営・共同事業活性化の課題解決

【事業の内容】
　運営上何らかの問題を抱える組合を対象に、組合の共同事業を取り巻く環境変化の把握とその対応
のための管理運営面の充実を図るため、専門家を交え研究会を実施する。
【事　　　例】
　厳しい経済環境の中、組合員企業それぞれの経営安定化を課題としていたＣ（協）で、専門家（企
業再建コンサルタント）を招き、企業再建や今後の組合運営の在り方についての研究会を行った。
【実　施　成　果】
　意見交換会を通じ、それぞれが抱えている課題を再認識できた。また、個別企業の経営安定化のた
めにも組合運営の充実が不可欠であることを理解し、今後の方向性を見出せた。
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特集　平成22年度中央会助成事業のご案内

　９．法律や税務の相談～個別専門指導事業～

【事業の内容】
　法律・労務・会計等の分野で高度な専門的知識が必要となるケースにおいて、それぞれの専門家を
招き、問題点のスムーズな解決を図る。
【事　　　例】
　職員採用に関するトラブルを抱えていた組合員企業からの相
談を受けたＦ（協）の要請を受け、社会保険労務士による指導
を実施した。
【実　施　成　果】
　今回の指導により、トラブルの解決のみならず、就業規則内
の採用に関する細かい事項に関しても明文化しておくことの必
要性を理解できた。このことを受け、早急に就業規則を整備し、
今後に対する安心感を得ることができた。

　10．組合運営・事業等に関する研究会～組合研究集会～

【事業の内容】
　小企業者組合が組織強化、組織運営、共同事業の発展向上等、
又は組合員企業の経営革新等を目的に開催する研修会・講習会
等について、開催にかかる費用を補助する。
【事　　　例】
　Ｄ（協）にて、平成21年度税制改正について研修し、事業承
継など後継者育成を見据えた事業経営へ活かすことを目的に、
税理士を招き研究集会を実施した。
【実　施　成　果】
　疑問点の多かった改正内容についての理解が深まった。また、
今後の後継者育成・事業経営に活かしていくための知識として
も習得することができた。
【実　施　要　件】
　組合員の４分の３以上が小企業者である組合。
　※�　小企業者とは：常時使用する従業員の数が５人以下（商業又はサービス業の場合は２人以下）
の会社及び個人。

■　補助対象経費（全事業共通）
　　謝金、旅費、資料費、印刷費、車両借上費、借損料、見学実習費、消耗品費、通信運搬費、
　　雑役務費、会場借料
　　※　但し、上限額があるほか、３分の１の自己負担が必要です。

■　お問い合わせ先（全事業共通）
　　鹿児島県中小企業団体中央会　　TEL：099（222）9258　　FAX：099（225）2904
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特集　入管法が変わります　在留資格「技能実習」の創設等

　１　在留資格「技能実習」の創設

「講習による知識修得活動」及び「雇用契約に基づく技能等修得活動」
※　在留資格「技能実習」は、受入れ形態により次の２種類に分けられます。
　イ　海外にある合弁企業等事業上の関係を有する企業の社員を受け入れて行う活動（企業単独型）
　ロ　商工会等の営利を目的としない団体の責任及び監理の下で行う活動（団体監理型）

技能実習１号の活動に従事し、技能等を修得した者が当該技能等に習熟するため、
雇用契約に基づき修得した技能等を要する業務に従事する活動
※　技能実習２号も、１号と同様にイ又はロのどちらかに分類されることになります。

　平成21年７月15日、「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を

離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律」が公布され、新しい研修・技

能実習制度が平成22年７月1日から施行されます。

　新しい研修・技能実習制度では、研修生・技能実習生の法的保護及びその法的地位の安定化を図る

ための様々な措置が講じられています。

現行の団体監理型受入れの概要図

改正後の団体監理型受入れの概要図

技能実習
１号

技能実習
２号

技能検定基礎２級等合格

技能検定基礎２級等合格

労働関係法令適用

労働関係法令適用

「研修」

「技能実習１号ロ」

「特定活動」（技能実習）

「技能実習２号ロ」

「特定活動」（技能実習）

「技能実習２号ロ」

団体による監理

団体の責任及び監理

入国

入国

《非実務研修・実務研修》

《企業等での技能等修得》《講習》

１年目

１年目

２年目

２年目

３年目

３年目

《技能実習移行対象職種について企業等での技能実習》

《技能実習２号移行対象職種について企業等での技能等習熟》

帰国

帰国
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特集　入管法が変わります　在留資格「技能実習」の創設等

　２　保証金・違約金等による不当な金品徴収等の禁止

　失踪防止を名目として、送出し機関が研修生本人から高額な保証金を徴収しているケースがあり、
これが研修生の経済的負担となって研修時の時間外作業や不法就労を助長していると指摘されてお
り、これらを踏まえ、新制度では、不当な金品の徴収等を禁止しています。

　３　講習

○　講習の期間
　�　技能実習１号の活動期間全体の1/6以上の期間を充てることになります。（海外で１月かつ160
時間以上の講習等を受けた場合は、技能実習１号の活動期間全体の1/12以上の期間）
○　講習の内容
　　項目３に係る講義については、専門的知識を有する者から受けることになります。
　　１　日本語　　　　　　　　　　　　　　　　３　技能実習生の法的保護に必要な情報
　　２　日本での生活一般に関する知識　　　　　４　円滑な技能等の修得に資する知識

　４　監理団体による指導・監督・支援体制の強化、運営の透明化

　新制度では、技能実習生の本邦における技能等の修得活動が終了するまで監理団体が技能実習の
指導・監督・支援を行うことになります。

　５　監理団体等が重大な不正行為を行った場合の受入れ停止期間の延長、欠格要件の新設

○�　受入れ停止期間は、不正行為の内容によって５年、３年又は１年となります。また、以下の重
大な不正行為については、研修生・技能実習生の受入れ停止期間を５年間に延長します。
　　暴力・脅迫・監禁行為　　　　　旅券・外国人登録証明書の取上げ　　　賃金等の不払い　
　　人権を著しく侵害する行為　　　偽変造文書等の行使・提供

　６　その他新設された要件

○�　実習実施機関は、技能実習の実施状況に係る文書を作成し、技能実習が終了した後１年間は当
該文書を保存しなければなりません。
○�　企業単独型において、実習実施機関での技能実習の継続が不可能となった場合は、直ちに、実
習実施機関が地方入国管理局に当該事実と対応策を報告しなければなりません。
○�　監理団体は、講習の実施状況に係る文書、訪問指導に係る報告書を作成し、技能実習が終了し
た後１年間は当該文書を保存しなければなりません。
○�　団体監理型において、技能実習が終了して帰国した場合又は技能実習の継続が不可能となった
場合は、直ちに、監理団体が地方入国管理局に当該事実と対応策を報告しなければなりません。
○�　技能実習生が技能等修得活動を開始する前に、実習実施機関等が労働者災害補償保険に係る保
険関係の成立の届出等の措置を講じている必要があります。

※�　なお、今回の法改正により、平成22年７月以降に受け入れる外国人技能実習生については、受入れ
企業（法務省令では実習実施機関）と雇用契約を結んで技能実習を行わなければならなくなりました。
この結果、従来、受入れ団体（法務省令では監理団体）が送出し機関と提携して行っている技能実習
生の受け入れは、原則として、職業紹介行為に該当することとなり、職業安定法に基づく職業紹介所
の許可又は届出が必要になります。
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中央会の動き

　鹿児島県中小企業組合士協会（会員57名）の通常総会及び研修会が４月28日（金）、鹿児島市の「パレ
スイン鹿児島」にて開催された。総会では、平成21年度の事業報告と決算、平成22年度の事業計画及び収
支予算、会費の額等が承認可決された。
　引き続き行われた研修会では、協同組合鹿児島県化製
協議会事務局長の新田久雄氏が、「事例発表～ある組合
士からの報告～」と題し講演を行った。講演は、鹿児島
県における畜産と残渣物処理の現状について、組合員や
組合の業務紹介及び体験談を交えながら行われた。講演
の最後に、「畜産王国と呼ばれる当県にあって、産業を
支えている人達がいることを知ってほしい。それにより、
リサイクルの意識も自然と強くなる。」と訴えると、参
加者は深い感銘を受けていた。
　研修会に続いて、懇親会が開催され、盛会のうちに終
了した。

　鹿児島県中小企業団体事務局協議会（会員90名）の第12回通常総会及び交流会が５月10日（月）、鹿児
島市の「アーバンポートホテル鹿児島」にて開催された。総会では、平成21年度の事業報告と決算、平成
22年度事業計画及び収支予算、会費の額等が承認可決された。
　引き続き行われた交流会では、元ＫＫＢニュースキャスターで現在フリーアナウンサーの揖宿泰洋氏
が、「テレビの裏側～番組ができるまで～」と題し講演
を行った。各テレビ局は長引く不況の影響で広告収入が
大幅に落ち込むなど、厳しい経営を迫られており、マス
コミを利用する側にとってみれば絶好のチャンスである。
テレビ局はコンテンツを欲しがっており、自社の商品や
製品を番組中に取り入れてもらうなどの積極的な営業展
開が企業のＰＲに繋がると語った。また、報道現場での
体験談や番組制作の裏話等を交えた講話に、参加者は興
味深く聞き入っていた。
　講演に続いて懇親会が行われ、会員相互の交流を深め
た。

総会及び研修会
～鹿児島県中小企業組合士協会～

総会及び交流会
～鹿児島県中小企業団体事務局協議会～
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インフォメーション

■　事業の概要

　　�　全国中小企業団体中央会は、組合員である中小企業の方々が、課題解決のために連携して取り組む
べきテーマ等について、中小企業組合等がこれを改善するための事業に対し支援を行います。

■　補　助　金　額

　　　総事業費の10分の6以内。(上限あり)

■　募　集　数

　⑴　中小企業組合等活路開拓事業	 25組合程度
　⑵　組合等情報ネットワーク等開発事業	 ５組合程度
　⑶　連合会研修事業	 ５組合程度
　⑷　組合等自主研修事業	 ５組合程度
　⑸　組合等Web構築支援事業	 ５組合程度

■　募　集　期　間

　⑴　中小企業組合等活路開拓事業	 平成22年４月26日（月）～６月３日（木）
　⑵　組合等情報ネットワーク等開発事業	 平成22年４月26日（月）～６月３日（木）
　⑶　連合会研修事業	 平成22年４月26日（月）～６月17日（木）
　⑷　組合等自主研修事業	 平成22年４月26日（月）～６月17日（木）
　⑸　組合等Web構築支援事業	 平成22年４月26日（月）～６月３日（木）
	 　　　　　　　　　　　（応募書類必着）

■　活　用　事　例

　県内産品を使用した新商品の開発

　�　Ａ県の石材加工業の組合が、本事業を活用して、それまでの墓石中心の経営からの脱皮を目指し、県
内産の御影石を使用した土木用・造園用環境石材の新商品を試作・開発し、新分野を開拓した。

　ヘルスナビゲーション構想の実現

　�　Ｂ県の医薬品小売業の組合が、本事業を活用して、ヘルスナビゲーション（健康関連情報発信基地）
構想の実現を目指し、組合を核とした情報ネットワークの構築を行うことで、大型ドラッグストアなど
の競争相手との差別化を図り、組合員の売上げ増加につなげた。

　共同店舗の生き残り策

　�　Ｃ県の共同店舗の組合が、本事業を活用して、施設の老朽化、駐車場の不足、消費者のニーズの多様
化などの諸問題に対応した近未来ビジョンの作成について調査・研究した。これによりひとつの目標に
向かう姿勢が鮮明となり、組合員間の団結心が一層強固になった。

■　募集要項及び応募書類は全国中小企業団体中央会のホームページをご参照ください。

　　URL：http://www.chuokai.or.jp/

■　お問い合わせ先

　　○　全国中小企業団体中央会　振興部（一般活路係）　電話03-3523-4905
　　○　鹿児島県中小企業団体中央会　　　　　　　　　　電話099-222-9258

中小企業活路開拓調査・実現化事業２次募集のお知らせ
（全国中小企業団体中央会）
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インフォメーション

■　概　　要

　　�　小規模企業共済制度は、経営基盤が脆弱で、経営環境の変化を受けやすい小規模企業者の廃業・引
退時の生活資金や事業再建資金の確保を図る制度です。

■　改正概要

　　�　現行制度で加入資格があるのは、常時使用する従業員の数が20人以下（商業、サービス業は従業員
５人以下）の個人事業主または会社の役員（小規模企業の経営者）です。

　　�　今回の改正で、事業主のみならず、配偶者や後継者などの「共同経営者」についても小規模企業共
済制度に加入できるよう対象を拡大することで個人事業主の安心を強めることになります。

■　概　　要

　　�　倒産件数の増加に加え、取引先の倒産によって回収困難となる売掛金債権額が高額化している中で、
中小企業の倒産リスクは増大しています。

　　�　このため、法定の貸付限度額の引き上げ、共済事由の拡大等の法改正により、中小企業倒産防止共
済制度の機能を強化しようとするものです。

■　主な改正内容

　　○　共済金の貸付限度額を3,200万円から8,000万円に引き上げ
　　　　掛金総額上限　　現行　320万円　⇒　改正　800万円
　　　　掛金月額上限　　現行　   8万円　⇒　改正　 20万円
　　○　貸付限度額等を法定事項から政令事項に改正
　　○　貸付限度額の引上げに伴い償還期間上限を延長（５年　⇒　10年）
　　○　共済事由に、私的整理の一部を追加
　　　　　債務整理を代理する資格を持つ弁護士・司法書士が関与する私的整理
　　○　早期償還手当金を創設し、将来に備えた早期返済を支援
　　　　　期限前に償還した契約者に対し、前倒し期間の金利相当分を還元。

○　無利子・無担保・無保証人。
○　与信審査なく、迅速に資金手当て。
○　貸付額の10分の１を積立掛金から「保険料」として控除。

小規模企業共済制度の加入対象者が拡大されました

中小企業倒産防止共済制度が拡充されました

会　　社

中小企業者等

（共済契約者）
取引先

【共済事由】

○法的整理手続開始

○手形取引停止処分中小企業基盤整備機構

（中小機構）

《貸付額》：①、②のいずれか少ない額

①回収困難となった売掛金債権の額

②掛金総額の 10倍相当額

代表取締役 取締役 監査役 個人事業主 共同経営者 家族従業員（配偶者、後継者等）

個人事業

現行の加入対象者

売掛金債権が回収困難に。

加入対象者の拡大（拡充部分）

掛
金
の
納
付

共
済
金
の
貸
付

償
　
　
　
還

倒　産
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企業トップインタビュー

●陶芸家になるきっかけは
　陶芸家になる前は、東京のアパレルメーカーに勤務していました。原糸メーカーから届く糸を使い、半
年先、一年先の流行を予測してデザインし、製品化する。それが私の仕事でした。常に流行の最先端を行
く仕事は楽しく、充実していました。
　ある日、中学時代の恩師である有山長佑氏と二人で上野の美術館に立ち寄ったことがあります。そこに
は、これまで見たこともない斬新な陶芸作品が並んでおり、サイケデリックな色使い、作品としての存在
感にショックを受けました。デザインを施されたオブジェのような陶芸作品に出会った初めての体験でし
た。そして、有山氏から「お前も長男なんだから、そろそろ帰ってきてもいいんじゃないか。焼物でもし
て俺を手伝わないか」と言われ、結果的にはこの言葉が私を陶芸家へ導くことになりました。長男だから、
いつかは帰郷しなければならないという気持ちは常に持っていました。「材料が糸から土に変わるだけ。
焼物も面白いかもしれない」という思いで帰郷したのが25歳の時です。
　帰郷し、有山氏のもとで陶芸を学ぶことになりました。有山氏は私が中学時代、美術の教師を務めてお
られましたが、実家の「長太郎焼本窯」を継ぎ窯元となっていました。
　「長太郎焼本窯」は「黒薩摩」の伝統的な技法を受け継ぐ由緒ある窯元なんですが、ここで「黒薩摩」
の製作技法を学び、窯入れ・窯だしから土や釉薬の使い方など５年間修行した後、30歳の時に独立し、日
置南洲窯を開きました。これが現在の活動拠点となっています。

伝統と現代の融合
～薩摩焼ブランドの確立を目指して～

日置南洲窯　代表　西郷　隆文　氏

大乗寺跡に開設したギャラリー



15

中小企業かごしま／2010.5

企業トップインタビュー

●陶芸家として
　活動拠点である「日置南洲窯」は、私の母の出でありま
す、日置島津家の菩提寺の大乗寺跡に昭和53年に開設しま
した。
　伝統的な「黒薩摩」作品を制作する一方で、常に新しい
ものに挑戦しています。「流行は追わない。他人と同じも
のは作らない」というポリシーから生まれたのが「蛇蝎
釉」、「陶胎漆器」といわれる焼物です。どちらも伝統的
な技法ではありますが、これに新たな技法を加えることで、
新しい作品に生まれ変わっていると思います。

●焼物の地産地消　～飲食店と連携、器を提供～
　鹿児島県陶業協同組合の理事長となって十数年が経過しました。設立当初、若い組合員の多くは流行を
追いかける体質がありましたが、「流行を追うのではなく、オリジナルにこだわりなさい」と若い窯元に
は言ってきました。その成果もあって、ここ数年で各窯元
に個性が生まれてよい作品が出来るようになりました。そ
こで始まったのが「焼物の地産地消」という試みです。こ
れは窯元と飲食店がペアを組んで薩摩焼の器で料理を提供
するものです。組合では組合員である窯元にまず試作品を
作ってもらい、店の雰囲気や料理を参考に作品を制作し納
品しました。期間限定のイベントでしたが、地元鹿児島で
薩摩焼を使っていただくことで、薩摩焼のアピールが出来
たと思います。今後も様々な活動を通じて薩摩焼の普及活
動を続けていきたいと思っています。

●薩摩焼ブランドの確立
　薩摩焼は数百年の歴史と伝統を持つ焼物です。そして「古薩摩」と呼ばれる古い作品は評価も非常に高
い。しかし、現在の新しい薩摩焼の評価は残念ながら、まだまだ低いといわざるを得ません。鹿児島県内
には100を超える窯元がありますが、歴史と伝統を受け継ぐ古い窯元もあれば、窯を開いて間もない若い
窯元もいます。作品や作風もそれぞれ違います。薩摩焼が更なる評価を得るためには、窯元の個性発掘と
それを活かした作品作りが重要です。例えば「白薩摩」の場合、陶工としての高い技術と共に、緻密な絵
付けのセンスも要求されます。こんなとき、窯元同士が適材適所でコラボ出来れば、更に良い作品が出来
ると思います。
　また、デザイナーを起用することで、これまでにない芸術性あるいは実用性の高い薩摩焼が生まれるか
もしれません。技術と感性のコラボレーションで薩摩焼の作品性を高めることで、「薩摩焼ブランド」を
確立させ、いずれは世界に通用する「JAPANブランド　SATSUMA」にしていきたいと思っています。

■　西郷隆文氏は西郷どんで知られる「西郷隆盛」の曾孫にあたる。NPO法人「西郷隆盛公奉賛会」の
理事長を務め、郷土鹿児島の歴史・文化・伝統の研究に力を注いでいる。また、鹿児島県陶業協同組合
の理事長として、毎年「春の窯元まつり」と秋の「薩摩焼フェスタ」を開催、薩摩焼の振興発展に尽力
している。

蛇蝎釉

左が試作品、右が料理店へ納品した作品
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業界情報

業界情報（平成22年３月情報連絡員報告）
製　造　業

味噌醤油製造業

みそ・しょうゆの原料となる大豆の収穫量は昨年から
今年にかけて全世界で過去最高を記録しようとしてい
る。それにもかかわらず、価格は高止まりしたままで、
むしろ今後値上がりする懸念すらある。需要が低迷し
ている現在、その価格動向に注意しておきたい。

酒類製造業

（平成22年2月分データ。単位kℓ・%）
区　分 H21.2 H22.2 前年同月比

製成数量 16,150.3 13,762.3 85.2

移出

数量

県内課税 4,406.6 4,306.0 97.7

県外課税 6,435.8 6,443.8 100.1

県外未納税 4,954.1 3,604.8 72.8

在庫数量 255,414.7 260,531.6 102.0

漬物製造業

全般的に悪い。
蒲鉾製造業

春休み・旅行・就職シーズンで県内外の観光客も多く
忙しい月ですが、今年はデフレのためか駅・空港とも
利用客が減少し売上も最悪であった。特に土産物が悪
く、全体で見ると10％の減であった。原材料も低価格
のＣ級スリミが10～15％の値上げであった。上級品は
変わりなし。

鰹節製造業

原料が悪く良い商品ができない。商品を作ってもなか
なか売れない。業界は良い状況にならない。

菓子製造業

ひなまつりの特別な需要も低調に終わった。「かるか
ん」の品質向上と売上上昇を願って、地域団体商標取
得を目指して、組合員一丸となって取り組んでいる。

本場大島紬織物製造業

平成22年３月の検査反数は903反、前年対比94.2％…
平成21年度は10,384反で前年度対比78.5％（－2,852
反）。

木材・木製品製造業

昨年度末の市売りでも客足は伸びずに見送り気分で、
モノが動きそうな気配が全くない。外材の入荷薄と値
上がりで、需要が国産材にシフトされつつあると報じ
られ、「採算は別としてモノは動いている」「受注に
生産が追いつかない」とも聞かれるが、鹿児島の市況

動向はこれに追随していないように思われる。新年度
に期待したいところ。

素材生産業・製材業・材木卸売業

平成22年２月末の全国の新設住宅着工戸数は累計で
121,478戸、前年同月比91％、うち木造住宅は66,744
戸、同106％となった。木造率は54.9％である。県内
の新設住宅着工戸数は累計で1,183戸、対前年同月比
104％、うち木造住宅は783戸、同94％となった。木造
率は66.2％である。
「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法
律案」（仮称）が閣議決定後、国会に提出された。公
共建築物には民間の学校・老人ホーム等も対象となる。
素材・製材業界の期待も大きい。

生コンクリート製造業

出荷量は対前年比111.3％の155,763㎥。特に減少した
地域は、指宿、串木野、出水、姶良伊佐、南隅、甑
島、沖永良部で、特に増加した地域は、鹿児島、加世
田、川薩、宮之城、大隅、種子島、奄美大島であった。
官公需は前年対比112.1％の95,652㎥、民需は前年対比
109.9％の60,111㎥。

コンクリート製品製造業

３月の出荷トン数は11,577トン、前年同月比128.3％と
なった。出荷量は鹿児島、姶良、川薩、奄美地区が増
加しており、他地区は前年度と変わらず、もしくは減
少した。３月の受注は前年度に対してほとんど変わら
ない。今後の受注が非常に気に掛かるところである。

機械金属工業

売上はそこそこ確保してはいるが、収益は低迷。先行
きの不透明感変わらず。

仏壇製造業

海外輸入製品内訳（主な輸入先⇒中国、ベトナム、タ
イ等）　平成21年12月　23,386本　　平成22年１月　
21,277本　　平成22年２月　21,622本　　2010年度　
累計　42,899本

印刷業

年度末であり、また業界的にも一番の繁忙期である３
月は、少し持ち直した感があり、やや下げ止った感も
ある。この調子で、新年度に向けて少しでも上がり調
子になっていくように、景気の回復も望みながら、自
助努力に努めたい。
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業界情報

非　製　造　業

卸売業

全体としては、天候不順も加わり、売上・採算共やや
悪化。しかしながら、一部の企業には、増収基調の企
業も見られる。

燃料小売業

県内業界に今、ガスから燃料となる水素を取り出し、
空気中の酸素と反応させて発電し、発電時の排熱給湯
に利用するシステムであり、将来的なガス需要拡大
の策として期待される、家庭用燃料電池「エネファー
ム」普及推進への取り組みの兆しが見えてきた。

中古自動車販売業

需要期を迎え、若干ではあるが、動きが出てきたよう
だ。新卒需要も思った程の効果はないようだ。売れ筋
は50万円前後の軽自動車が多く、玉不足状態になり価
格が上昇し、収益は更に薄くなった。

青果小売業

前年同月比104％、前月比116％。
農業機械小売業

早期米の植付が３月末から始まっており、各社ともそ
の前に農機の展示会を実施したが、やはり昨年同月期
より購買力が落ちている様に思われる。買い替えの時
期を農家が先に延ばし、負担が少しでも減るようにと
いうことであろう。

石油販売業

原油高とドル高で仕入価格が上昇基調にある。景気回
復の遅れの中で価格転嫁は厳しく、マージン低下を余
儀なくされている。依然として収益悪化を脱すること
ができず、一部にはリスクも発生している。

商店街（霧島市）

３月の全体的な売上高は前年に比べ減少傾向にあった。
年々、売上高の減少と販売価格の低下は止まらず、商
店街の集客も難しく、市街地の空き店舗などが目立つ。
３月は異動の時期ということもあり、歓送迎会などで
飲食店は若干賑わっていた。

商店街（薩摩川内市）

連休は商店街のためには良くない。郊外店・大型店・
行楽地で遊ぶだけ。天気が悪いと人通りが少ない。

商店街（鹿児島市）

景気回復の実感がまだ見えてこない。３月25日中国人
観光ショッピングツアーが実施されたが、天文館全体
としての景気は悪かった（金生・中町一部実施のた
め）。現状の不況を良い方向へもっていくためには各
店舗から全体の努力が必要。

商店街（鹿屋市）

まちなかキッチンの利用者が増えてきた。
サービス業（旅館業/県内）

県の観光統計等でも、先月ぐらいから徐々に客数が
戻ってきている傾向だが、落ち込みの激しかった昨年
同月と比べても微増にとどまっている。開業まで一年
を切った九州新幹線全線開通効果への期待感が増して
いる。

美容業

無資格者のエステサロン・ネイルサロン・ブライダル
サロンが多発し事故も急増している。このたび厚労省
から都道府県に通知があったが、鹿児島県はまだ何も
動いている様子はない。平成14年度、美容師法が改正
されたので、その徹底を図り、国家資格を持つ者の生
活と権利を守るべく組合でも話合っている。

旅行業

経済状況が上向き傾向にあることが今月は数字で現れ
ている。航空券等の厳しい販売環境の中、売上の対前
年同月比8.3％の増を果たしている。４月、新年度を
迎え、人の交流効果や行楽シーズンに向け売上の増加
を期待したい。

自動車分解整備・車体整備業

３月中旬迄は車検台数が多かったが、４月から車検時
に納める自動車重量税の減額が予定されたため、月末
は台数に伸びがなかった。

電気工事業

３月末までは手持工事もあるが、４月以降は見通しが
立たない状況の会社が多い。官庁工事も６月以降しか
発注がない状況で、民間工事も少ない時期である。太
陽光発電工事が少し動きを見せている状況である。

内装工事業

３月のラベル売上数は、カーテンラベル対前年同月比
45.6％で減少、壁装ラベル対前年同月比67.7％で減少、
じゅうたん等ラベル対前年同月比9.3％で大幅に減少
した。前年度比は89.8％で約１割の減少となった。公
共事業も少なく、低価格競争も続いており、ますます
厳しさが増大すると思われる。

建設業（鹿児島市）

公共事業の減により、労働力の確保及び資金繰りが依
然として厳しい状況である。

建設業（曽於市）

公共工事・民間工事が共に減少し、建設業界は一段と
厳しさを増し、組合員の経営状況は大変厳しいものが
ある。

貨物自動車運送業

３月に入り、燃料価格は上昇している。荷動きについ
ては、一般物、食肉の出荷は例年並みであったが、引
越関係は法人・個人とも昨年より実績割れであった。

運輸業（個人タクシー）

前月と比べたら少しは売り上げ増であったが、前年度
と比較したら減少している。歓送迎会が減少している
ためと思われる。

倉庫業

景気については、中央の企業はやや上向き傾向を見せ
ているが、地方までその傾向にない。地方は底打ち状
況を脱しきれず厳しい状況が続くと想定される。農畜
水産物の需要、価格状況で回復基調に転ずるか正念場
が続く。政府、行政に外国との農業交渉とおもいきっ
た政策を期待したい。
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中央会関連主要行事予定

中央会関連主要行事予定
平成22年５月

26（水）

17：00

鹿児島県商店街振興組合連合会総会

鹿児島市「東急イン」

平成22年６月
17（木）

13：30

一般事業主行動計画策定説明会

鹿児島市「宝山ホール」

23（水）

15：30

商工中金協力会

鹿児島市「サンロイヤルホテル」

26（土）

  9：00

青年部ソフトボール大会

鹿児島市「吉野公園」

中央会通常総会

■日時

　平成22年5月28日（金）

　　15：00（総会）　17：15（懇親会）

■場所

　鹿児島市「城山観光ホテル」

　通常総会で議決された事項は、届出、認可申請等が必要なも
のがあります。所管行政庁により提出部数が異なります。
●届　　出

・�決算関係書類（事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計
算書、剰余金（又は損失金）処理）
　　[添付書類] 総会議事録
・役員変更届出（役員新旧対照表）
　　[添付書類] 理事会議事録
●認可申請

・定款変更を行った場合、所管行政庁に認可申請
●登　　記

・�代表理事変更登記・事務所移転登記・出資金変更・その他の
変更（名称、地区、公告方法、事業）登記

決算関係書類・役員変更届は中央会へ
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